	申請書類作成要領と留意点


申請書類は、JICS NGO支援事業を実施するにあたり、団体の業務経験や能力、実施体制、また支援の対象として提案されたプロジェクトの内容は適切であるか等につき判断するために必要な書類となります。

以下に申請書作成要領と留意点を記しますので、十分に確認してください。
申請書類－①
申請書類の表紙です。

団体名・代表名を記し、公印を押印して提出してください。

申請書類－②
団体概要（１）
現在の団体について、名称・代表者、担当者、連絡先等の基本情報を記入していただきます。
《収支状況》

この欄には、団体内役員会等で承認された収支報告書をもとに、最新の連続する２年間分の収支状況を記入してください。
（収支に関する情報は申請書類⑨⑫でも報告していただきます）

団体概要（２）

団体の設立経緯、事業対象分野、事業形態、活動対象国、現在実施中の主なプロジェクト、事業沿革について、Ａ４用紙１枚にまとめてください。

なお、事業対象分野と事業形態は、以下の項目を参考に該当項目を表中に記入してください。対象が複数ある場合は、全てを記入し、主となるものを四　で囲んでください。また、以下項目に該当がない場合は「その他」としてその内容を記入してください。
《事業対象分野》
「保健医療」「人口・家族計画」「農村開発」「都市開発」「農業」「漁業」「小規模地域産業」「零細企業」「適正技術」「小規模融資」「 債務・国際金融・貿易」 「食糧・飢饉」「教育」「職業訓練」「給水・水資源」「自然災害」「人災」「植林・森林保全」「土壌・大気」「生物多様性」「代替エネルギー」「環境教育」「 民主主義・ガバナンス」「軍縮(武器対策)」「予防外交」「平和構築」「人権全般」「在日外国人支援」「難民・国内避難民」「女性」「子供」「障がい者」「少数民族」「被災者」「拘禁者」
《事業形態》

「資金助成・奨学金事業」「物資供給」「人材派遣」「情報提供」「緊急救援」「調査研究」「物資協力」「研修生受入」「教育（開発・環境・人権・平和教育）」「フェアトレード」「政策提言」「NGOネットワーク」
申請書類－③
JICS NGO支援事業の対象となるプロジェクトについて記述していただきます。
この申請書類により、実施されるプロジェクトが妥当であるか、実施体制や計画が適切であるか等を直接判断します。
事業の詳細を説明するため、所定の申請書式に収まらない地図や写真等がある場合は、別添として提出してください。（Ａ４用紙に貼付等して大きさを揃ること）
JICS NGO支援事業の支援金の上限は原則として100万円ですが、予算が100万円を超えるプロジェクトでも、その計画の一部に対する支援が可能です。また、新規に計画するプロジェクトだけではなく、既に実施しているプロジェクトに対しても支援が可能です。この場合は、実施するプロジェクト全体の予算や計画が申請書類で確認できるよう記述してください。

（１）基本情報／実施の背景・裨益

　　支援対象として申請するプロジェクトの名称、分野、実施の背景と必要性、裨益対象について、Ａ４用紙2枚程度までにまとめて記述してください。
《実施の背景・必要性》

対象地域の社会的・経済的背景、概況・問題点・課題・ニーズ等について記述してください。
また、JICS NGO支援への申請を検討するもととなるプロジェクトを既に実施している場合は、そのプロジェクトのこれまでの計画、成果、課題等についても補記してください。
（２）成果、成果の指標、活動計画 (図1参照)
　　JICS NGO支援事業に申請を計画しているプロジェクトの活動を行った結果、得られる成果とその具体的な活動計画を記述してください。
《成果》
　　プロジェクトの目標達成のために「実現すべき事項」です。
（JICS NGO支援を受けて活動した結果、生み出されたものが「成果」です）
　　ここでは、その「実現すべき事項」について詳しく記述してください。

　《成果指標》
　　いつまでにどのような状態になれば、成果が達成されたと見なすのかを設定してください。　

《活動計画》　

成果を達成するために必要な活動計画を立て、開始から完了までを時系列に、必要な人員、物資、物資の調達方法等を中心として記述してください。

活動が計画どおりに終了した場合「成果を達成」したことになります。

（３）プロジェクト目標、指標、活動計画　(図1参照)
プロジェクトの目標達成のために実現すべき事項というのは（２）の「成果」であり、例えば「必要な機材を購入して輸送する」「研修会を開催する」「パンフレットを作成する」こと等に該当します。
プロジェクトを実施するにあたっては、その「成果」をどのように活用し、どのような状況に改善させるかという目標を持ち、活動することが大切です。
（機材を購入して現地へ輸送した、パンフレットを作成したというだけでは問題や課題の解決にはなりません。）
ここでは、そのプロジェクトの目標、指標、活動計画を記述してください。
実施内容によっては、JICS NGO支援の実施期間である約1年以内で明確な結果を出すことが難しいケースもあると思いますが、その場合は、支援期間内で実現できる事項と支援期間１年後の目標をそれぞれ個別に立ててください。
　《プロジェクト目標》
　　プロジェクト終了時までに目指す改善された状態と、改善された状態がその対象地域、対象者等に与える裨益効果を記述してください。
　　
　《指標》
プロジェクト終了までに、何を、どのように、どの程度にするのかを明確に記述してください。どのような状態に変化していれば、プロジェクトの目標が達成されたと見なすのかを判りやすく、可能な限り数値等を用い、客観的に検証ができるよう設定してください。
　《活動計画》
達成した「成果」を用いて、プロジェクト目標を達成するために必要な具体的な活動計画について時系列に記述してください。
（４）上位目標、指標、活動計画　(図1参照)
JICS NGO支援の支援期間終了後、また団体の計画したプロジェクトが終了した後にも、その成果を生かした活動を継続し、団体や団体の実施するプロジェクトの裨益対象等に改善された状態をもたらすことが大切です。
ここでは、支援期間終了後の将来的な目標とその指標、活動計画を記述してください。
《上位目標》 
支援期間・プロジェクト実施期間終了後、数年の間に実現すべき状態につい　て記述してください。

《指標》 
いつまでに、どのような状態であれば上位目標が達成されたと判断されるのか、その基準を設定してください。
《活動計画》
支援期間・プロジェクト実施期間終了後、将来においても引き続きどのような活動を行い、上位目標を達成するのか、その活動計画を記述してください。
	図１　団体の全体活動とプロジェクト活動における

上位目標、プロジェクト目標、成果目標との関係









※例：全体予算200万円で計画し、JICS NGO支援100万円、他助成機関50万円、

自己資金50万円のプロジェクトの場合

　　　　（JICSの支援するプロジェクト100万円が団体の計画するプロジェクトの
全予算額となるケースもあります）


（５）プロジェクト実施計画
JICS NGO支援を申請する対象プロジェクトについて、実施計画の詳細を記述してください。

《実施体制》

JICS NGO支援対象プロジェクトの実施体制の詳細を記述してください。
JICS NGO支援対象とするプロジェクトが、プロジェクト全体の一部、または既に実施しているプロジェクトの一環である場合には、全体プロジェクトの概要と全体プロジェクトと支援対象プロジェクトとの関係性がわかる内容にしてください。

（６）プロジェクト責任者及び業務従事者

JICS NGO支援対象プロジェクトの責任者、業務従事者（対象者全員）に関する情報を記述してください。
全体プロジェクトとJICS NGO支援対象プロジェクトの責任者が違う場合には両方を記入してください。
なお、プロジェクトの責任者、主担当者、または専門的な知識を要するプロジェクトに関わる担当者については業務従事者経歴書（提出書類⑭）を添付してください。業務従事者経歴書には、過去の類似業務経験、資格を明記してください。

　　
　（７）予算

　
　《プロジェクトの総予算》

　　JICSの支援対象としているプロジェクトにかかる総予算です。

　（プロジェクト全体予算が２００万そのうちJICSへの申請が100万円という場合は「200万円」と記入してください。）

　《うち団体の自己資金》

　　JICSの支援対象としているプロジェクト予算の中で、貴団体が自己資金から支出する予定の金額を記入してください。

　《うちJICSへの申請額》

　　JICSへの申請額を記入してください。　

　　（申請書類４の申請金額合計の金額と同額となるようにしてください）
　《うち他機関の助成額》

　　JICSの支援対象となるプロジェクトの予算のうち、他機関からの助成金が

ある場合は記述してください。

　　他の助成金との重複受給は可能ですが、同一の使途では認められません。
申請書類－④　申請金額

申請書類－⑤で作成するプロジェクト経費明細の合計金額が記入されます。
（申請書類－⑤を作成すると自動的に入力されますので直接入力いただく必要はありません）
支援金の上限額は原則として100万円ですが、プロジェクト全体の妥当性を審査するため、プロジェクトにかかる総費用についても確認します。
また、団体の自己資金による計画を記入いただくことで、JICS NGO支援に申請された経費が適当でないと判断された場合でも、自己資金の一部で認められる項目に振替えて承認されたり、支援が決定し、実際にプロジェクトが開始された後、止むを得ない事情により資金使途の変更が生じた場合にも費用の流用手続きが比較的スムーズに行えます。
申請書類－⑤　申請金額明細書２種（1.直接事業費／2.団体基盤強化費）

1. 直接事業費は、プロジェクトの実施や運営、評価に直接または間接的に必要となる経費です。
2. 団体基盤強化費は、組織運営の安定・強化のために必要となる経費です。
費用項目は別表１の支援費目一覧を参照にしてください。
なお、費用を直接事業費と団体基盤強化費のどちらで申請するのかは、その費用の利用目的により決定してください。

どちらに該当するかわからない場合は、事前にJICSNGO支援係へお問合わせください。

（1） 申請金額内訳
《使用目的》

　・申請品目の活用法を具体的に記載してください。

（必要に応じ欄外記載または別紙での提出も可）

《金額根拠》

　・機材の購入やレンタル、広報媒体の作製等、金額の根拠が見積書に基づく場合は「見積書」とし、一覧と見積書の照合がしやすいようそれぞれに番号を付してください。
・原則として複数社の見積をとり、最安値で申請いただくものとします。
・見積書が入手できない場合はその理由書と見積書に代わる積算単価の根拠がわかる書類を提出してください。
・人件費を計上する場合、その金額根拠を示す書類として、「人件費単価の記載がある定款・就業規則等」「労働条件通知書」「雇用契約書」または「金額が妥当であることを証する書類」を添付してください。

　詳細は別表２を参照してください。

《換算レート》

　・見積を外貨により行う場合は、日本円に換算した金額を記載してください。

　　換算レートは団体の都合に合わせたもの（1つ）で良いですが、採用したレートの根拠書類を添付してください。
　　また、精算時には実際の事業実施期間内のレート（1つ）を採用します。
積算時と精算時でレートに差が生じ、残余金や超過金が生じた場合は、支援金額内において費目間流用することが可能です。

（2） 資機材管理規程の有無／管理責任者／維持管理体制

　　資機材を購入して現地で使用する場合、その機材の管理規程があるか、管理責任者はだれか、また機材の維持管理はどのように行うのかについて記述してください。
　　

申請書類－⑥　

提出書類に含まれる「過去２ヵ年分の財務諸表」を基に、団体の収入及び管理費にかかる支出を記入してください。
収入、支出とも対象外としている項目がありますので、団体の作成している財務諸表の金額とは合いません。また、支出に関しては、管理にかかる費用のみとなり、

プロジェクト等の実施経費は全て対象額となります。
各項目における考え方は次のとおりです。
	収入
収入は以下の①②③とし、次の金額は対象外とする
・前年度繰越金

・預金利息、受取利息等

・雑収入

・その他収入

	①会費、寄付金
	会員等からの会費収入／一般・企業等からの寄付金

	②助成金、補助権
	民間団体等からの助成金、補助金

	③事業収入
	バザー、フェアトレード、その他実施事業による収入

	支出

支出は以下の①②とし、事業の実施にかかる支出は対象外とする

	①人件費
	（うち対象）
給与、法定福利費、通勤定期代、退職金

現地事務所で管理費として人件費計上している費用
現地事務所の管理を日本で行うための費用
（うち対象外）
　事業費に計上されている人件費
通勤定期代以外の交通費

	②その他管理費
	（うち対象）
雑費、拠出金

（うち対象外）
借入金返済、退職引当金


別表１
支援費目一覧
	No.
	費用項目
	補足・留意点等

	全費用
	・資金の使用目的が明確で、必要性が認められること

・費用が適正かつ妥当であり根拠を示せること



	1.
	資機材購入費
	・次の事項が明確であること

対象資機材の銘柄、利用目的、購入時期、適切な輸送手段の確保、輸送時期、資機材の受入先（責任者）
・機材の維持管理が可能であること

・原則として２社以上の見積によること

《車輌、スペアパーツ、機材の稼動に必要な消耗品、機材検収費、機材修理費も可》



	２
	資機材輸送費
	・輸送手段が適正かつ妥当であること
《陸、海、空送とも利用可。手段の選択理由を使用目的の欄に明記》



	３
	資機材賃借料
	・事業内容により、利便性・費用面で購入するよりもメリットがあると判断されるものであること
・原則として２社以上の見積によること



	４
	人件費

	・団体の給与規程が明確であること
・雇用条件が明確であり、契約内容が明文化されていること（※精算時に別表２に示す証憑書類の提出を求めます）

・新たに雇い入れる場合、原則としてその雇い入れする対象者の目途または具体的な募集方法が決まっていること

《スタッフ給与（通勤費・法定福利費除く）、専門家人件費、車輌借上げドライバー人件費　可》



	５
	旅費・交通費
	・利用者、手段、経路、料金が明確・妥当であること
※スタッフ通勤費は含まない
※研修参加者の旅費・交通費は研修費に計上する


	６
	宿泊費
	・団体規程に基づく料金または、それに準じた適正な費用であることが示せること


	No.
	費用項目
	補足・留意点等

	７
	事務所賃料
	・契約内容が妥当であること
※　水道・光熱費等諸経費は除く



	８
	通信・運搬費
	・金額が妥当であり利用内容が明確であること


	９

	会議費
	・事業実施に不可欠な会議の開催費用であること
・会場借り上げ、機材レンタル等見積の取れるものは、原則として２社以上の見積によること

《会議参加にかかる交通・宿泊費も可》
《飲食にかかる費用は不可》


	10
	広報費
	・人材育成・支援者拡大を目的とした広報活動を対象
《広報媒体作製費用、イベント参加費用等　可》

・広報媒体作製費等見積の取れるものは原則として２社以上の見積によること

《イベント参加にかかる交通・宿泊費も可》



	11
	研修費
	・人材育成・支援者拡大を目的とした研修会開催にかかる経費であること
・会場借り上げ経費等見積の取れるもは原則として２社以上の見積によること

《研修会参加者交通費・宿泊費　可》


	12
	その他
	その他事業を進める上で必要と見つめられる経費であり、費用が適正かつ妥当であること



（注意）次の費用は認められません。
・寄贈を主たる目的とする校舎等の建設費および物品の購入費等

・用地取得費

・事前調査のための費用
・研究、調査のための費用

・パスポート・査証取得料、関税、傷害保険料

・親睦会のための費用

・飲食にかかる費用

・その他支援の内容に該当しないと判断される費用

別表２
人件費の積算方法等

	人件費は支援対象事業に従事する者（以下「従事者」という）の作業時間に対する報酬を指します。

人件費の支援対象は、「団体と書面による雇用契約を締結している従事者」が「支援対象事業に従事した時間・日数」となります。

また、支援事業の完了を受けて精算を行う際には、対象事業に従事した時間・日数を確認するための書類（業務日誌・出勤簿等）も提出が必要となります。

	積算

（申請時）
	積算方法

次のいずれかで計算してください。

・日額単価×支援対象事業にかかる予定日数

・時間単価×支援対象事業にかかる予定時間数　　

（注）

月額単価契約の従事者を計上する場合の日額単価計算方法は

【月額単価（基本給のみ）÷20】とする。

　但し、団体基盤強化費における人件費を申請する場合で、支援対象とする従事者の業務内容が、その団体の管理業務全般に亘る場合は、月額単価のまま計上しても構いません。

	
	証憑書類

■積算単価の根拠となる従事者の雇用形態・雇用条件（期間・単価等）の確認ができる書類

■従事した日数、業務内容が確認できる書類

・定款、就業規則等
・労働条件通知書

・雇用契約書

※申請の時点で従事者が未定の場合は、賃金を定めた規程等、人件費積算単価の根拠がわかる書類



	精算

（完了時）
	証憑書類

■積算単価の根拠となる従事者の雇用形態・雇用条件（期間・単価等）の確認ができる書類

■従事した日数、業務内容が確認できる書類

■業務委託契約等の場合、支払を行った根拠のわかる書類

・労働条件通知書

・雇用契約書

・業務日誌

・賃金台帳

・給与振込み明細・受領書等





















JICSの支援する


プロジェクト


（上限100万円※）














団体の実施する


プロジェクト②








成果





他団体の助成金


（50万円）





団体の実施する


プロジェクト①





プロジェクト目標








団体の計画するプロジェクト③�（全体予算：200万円　　うち自己資金50万）





団体の全体活動





上位目標
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